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1．はじめに

都市部における災害発生時において，被災者や自治体など情報が必要なユーザに対して減災情報を流通することが重要である．本テーマでは，携帯電話網など既存の通信インフラに依らない減災情報通信システム構築法を確立することを目的としている．今年度は，ユースケース分析，西新宿地区における無線伝送特性について検討したので報告する．
2．減災情報通信システムの要件
2.1 ユースケース
　＊　：工学院大学工学部情報通信工学科，＊＊：早稲田大学大学院国際情報通信学研究所

システムの要件を抽出するために，まずシステムがどのように使われるか想定する．これをユースケースと呼ぶ．災害発生直後から，通信インフラが復旧するまでの期間を72時間と想定し，その間のユースケースとシステム要件を示す．
(1)災害発生後1時間以内のユースケース
災害発生直後には，災害対策本部の立ち上げが行われ，引き続き安全確保と被害状況の把握，避難指示される．さらに，災害対策本部は，報道や屋外カメラの映像から被害状況情報を収集し，構内放送などを通じて，避難所位置や移動情報を被災者に伝達を行う．
屋外にいる被災者間ではSNS(Social Networking Service)などに情報を流し拡散させたり，街中や駅構内にあるプラズマ画面などを用いて災害の情報を伝達したりすることもありうる．
(2)災害発生後1時間から3時間以内

災害対策本部は，収集した被害状況情報を踏まえて，被災者に対して避難所までの経路情報を伝達する．また，避難所や病院などにおいては，被災者の安否情報の収集が行われる．
また，被災地域外との通信を確立して災害発生後から収集してきた被災状況のやり取りを実現し，救援などを要請したり，より広域の状況把握に努める．

(3)災害発生後3時間から6時間以内

被災者に対する被災状況の伝達とともに，交通情報の伝達や帰路，宿泊施設への誘導を行う．また，被災者間や被災者の家族からの安否情報の照会に対応する． 
(4)災害発生後6時間から24時間以内

避難所への誘導は収束すると考えられるが，帰路状況の伝達や安否照会対応は継続して行われる．また，施設の復旧に向けた活動が進行する．
(5)災害発生後24時間から72時間以内

通信インフラや電源の復旧までの間，システムを維持する．
2.2 ユースケースから導出したシステム要件
(1)災害発生後1時間以内のユースケース

 (要件1-1)アドホックネットワークの立ち上げ
携帯電話基地局の破損や災害時のトラヒック増大に対する通信制限により，既存のネットワークでは十分な安否報告ができないことが考えられる．また渋滞や道路損壊などにより，人手による情報伝達にも限界がある．したがって，安否報告を行う通信制限のないネットワークが必要になる．
このような目的で，アドホックネットワークや無線メッシュネットワークの検討がすすめられている．これらアドホックネットワークや無線メッシュネットワークを早急に立ち上げることが重要となる．
(要件1-2)信頼できる情報の拡散
要救護者情報や災害情報は，被災者が直接自治体，災害対策本部に情報伝達する他にSNSなどに正確な情報を流し拡散させる場合がある．
しかし，TwitterなどのSNSにて拡散される情報の中には，デマ情報もあると思われる．したがって，SNSの情報の中から有用な情報だけを抽出できる必要がある．
 (2)災害発生後1時間から3時間以内

(要件2-1)情報収集・伝達手段の確立
被災者がSNSなどに書き込んだ被災状況や避難所に到着した被災者から得られた被災状況を伝達したり，避難所に情報を伝送する必要がある．そのため，被災地域の各避難所から災害対策本部に情報を伝達するネットワークやアプリケーションが必要である．
(要件2-2)外部ネットワークとの接続
災害対策本部間の連絡や被災地外にいる家族や友人との連絡等を行うためには被災地の状況を外部に報告することが必要である．このためには，回線途絶に備えたネットワークの対策が必須となる．
(3)災害発生後3時間から6時間以内

 (要件3-1)バックアップシステムとの連携
災害対策本部はと被災地域外である郊外との通信を確立し，収集した被災状況のやり取りを行い，被災地域外の郊外からのバックアップを得て都市機能の早期回復を目指す必要がある．またこの経路を用いて被災者情報の伝送を行うことを可能とする．
 (4)災害発生後6時間から24時間以内

 (要件4-1)安否確認サービスの提供
避難所などに受け入れをした被災者に記入をさせた名簿の確認作業と安否確認を補助し，被災地外にいる親族などが被災者の安否が確認できる必要がある．

(5) 災害発生後24時間から72時間以内
(要件5-1)システムの維持
電力が安定して供給できるようになるまでの間，システムの電源をバッテリーで維持する必要がある．
3. 減災情報ネットワークの提案
3.1 減災情報ネットワークの概要
　2．示した条件を満たすために，ネットワークシステム，アプリケーションの両面を整備する必要がある．ネットワークシステムとして図1に示す減災情報ネットワークを提案する．これは，情報収集配信システム，長距離無線LANシステム，区域間通信システムから構成される． 
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図1 減災情報ネットワークの設備構成図
3.2 情報収集配信システム
情報収集配信システムは，各避難所や警察署や病院などの公共施設や被災地域内にあるビルにアドホックにAP（Access Point）を設置し，無線LAN回線により，災害対策本部～避難所や駅，病院等の重要拠点との通信路を確保する．
このネットワークでは主に，
(要件1-1)アドホックネットワークの立ち上げ
(要件2-1)情報収集・伝達手段の確立
を実現する．
これらの実現には以下の2点を明らかにする必要がある．
(1)AP設置個所の設定
都市部では，ビルが林立しているため，ビルが通信をする上で遮蔽物になったり，ノイズによる通信障害の原因になるがこれらは机上で予測することは難しいと考えられる．(要件1-1)ではごく短時間にネットワークを立ち上げることが求められるため，事前に通信品質を把握し，設置個所の候補を決めておく必要がある．
(2)通信品質の保証
(要件2-1)ではある程度安定した通信品質が求められる．例えば，音声や映像によるリアルタイム通信を行うには，最低でも1Mbpsのスループットは必要である．また，あるリンクの品質が劣化したり，APが故障したりする恐れがあるため，AP が自律的にネットワーク上の故障ポイントを発見することにより，あるAPが故障しても迂回経路を自動で選択できるようにする．
(1)(2)の検討については4．に示す．
3.3 長距離無線LANシステム
長距離無線LANシステムは，災害対策本部が被災地域外と減災情報をやり取りするために，比較的被災が少ないと予想される多摩地区に用意するバックアップ拠点を2.4GHzあるいは4.9GHz帯の無線LAN回線を用いて結ぶシステムである．これにより(要件3-1)が満足できる．また，バックアップ拠点からインターネット通信することで(要件2-2)を満たし，インターネットを介して安否情報を提供することで，(要件4-1)を満たす． 
　ネットワークを実現するには技術的課題点を以下に示す．
(1)通信経路の確保
新宿～八王子は約30kmあるが，高層ビルが林立する新宿地区から見通し上の障害物の影響を確かめ，通信経路を確保する必要がある．
(2)通信品質の確保
都市部では，周辺に無線LAN回線が多くあることによるノイズの影響によるスループットの低下や，チャネルが重なることによる混信の影響が考えられる．これらについても事前に把握する必要がある．

(1)(2)の検討については5．に示す．
3.4 区域間通信システム
区域間通信システムは，災害対策本部が被災地域にある避難所，自治体，企業，団体や学校などの公共施設間と減災情報をやり取りするために，2.4GHz，4.9GHz帯無線LAN回線を用いて拠点ビル間を通信することで減災情報を伝達するネットワークである．これにより，近隣地域における情報収集や情報伝達を実現する．技術的課題は，長距離無線LANと同様である．
3.5 非常用電源システム
(要件4-2)を満たすためには，非常用の電源確保が求められる．サーバシステムの省電力化を図るとともに，使用するシステムが動作できるような蓄電池や，太陽電池，予備発電システムなどを活用する．
これについてはテーマ4.2の電源システムを活用する．
3.6 減災アプリケーション
アプリケーションとしては以下のものがある．
(1)信頼性の高い被災情報収集サービス
(要件1-2)を満足するために，TwitterなどのSNSにて拡散される情報の中には，デマ情報があり，その中から有用な情報だけを抜き出すことが必要となる．そのため，収集した情報の中から有用でかつ正しい情報であるか不用またはデマ情報であるかの判断基準を設け，その評価を元にユーザに確認しやすい形で表示する．そのために，多くのツイートから信頼性の高いものを抽出し表示するアプリケーションを実現する．
(2)安否情報登録サービス
(要件2-1)を満足し，また(要件4-1)のためのデータを収集するためのアプリケーションである．これまでの電話機による伝言ダイヤルや，Webによる伝言版は有用ではあるが，混雑する避難所においては，一人当たりの登録の時間を短くする必要がある．そこで，ICカードなどを用いて安否情報登録手順を簡略化し，時間を要することなく安否情報の登録，照会を行えるサービスを実現する．
4. 情報収集配信システム構築のための検討
被災地域の情報収集や伝達のために，アドホックネットワークを用いることを考える．アクセスポイント（以下AP）の設置を災害発生後に行うことを想定し，AP設置場所の候補を調査する．そこで工学院大学新宿キャンパスに親局とし，新宿中央公園，東京医大病院，新宿警察署方面にAPを置くことを想定する．親局と各拠点の距離は約350mである． 

図2に実験構成,図3に実験模様を示す．使用周波数は，4.9GHz帯である．AP候補に置いた子局から，親局に1MByteのパケットを5秒間送出し，これを5回繰り返してスループットを測定した．なお，親局のアンテナは新宿キャンパスの1階及び22階に設置する．これを各AP設置場所(計23箇所)で昼間と夜間に測定し，平均値や分散値を算出した．設置環境による違いを確認するために，周囲に建物が少なく直線の見通しが1km以上ある平地でも同様の測定を行った．
図3は各測定点で時間を置いて測定した平均値を，地図上にマッピングしたものである．また．図4は西新宿地区と平地のスループット測定結果を示す． 

図3から平地に比べ約1/3にスループットが低下していることが確認できた．図4から夜間の方が安
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図2　実験機器構成
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図3　実験模様
(左:親局，右:子局．円内はアンテナ)
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図3　西新宿地区と平地のスループット比較
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図4 西新宿地区の各測定点のスループット
定してスループットが出ている．これは，昼の方が人混みや交通量が多く，そのため遮蔽物の影響が夜より強く出ていたと考えられる．
5. 長距離無線LAN 回線伝送特性
長距離無線LANシステムを敷設する被災地側の対象拠点ビルを工学院大学新宿校舎(海抜約165m)，非被災地側のバックアップ拠点ビルを工学院大学八王子校舎(海抜約200m)とする．両者間の距離は地図上で33,940mである．本検討では，2.4GHz帯と4.9GHz帯の差異を確認する． 

2.4GHz帯無線LAN回線の一般的な特性として，障害物に強く，通信距離は数十kmと長いが，混信などノイズの影響を受けやすいという欠点がある．一方，4.9GHz帯無線LAN回線の一般的な特性として，通信距離の面では2.4GHz帯に比べて半分程度の距離だが，チャネル数が多く電波干渉が少ないという特徴がある．
両拠点に通信機材を置き，この2つの伝送測定を比較した．使用した機材を表1に示す． これらの機器を用いて1MByteのパケットを送信し，測定時間を5秒間としスループットを測定した．これを5回測定しスループットの平均値を測定した．新宿側からの実験風景を図5に示す．
この結果，2.4GHz帯無線LAN回線は782kbpsのスループットが得られた．一方，4.9GHz帯無線LAN回線は3624kbpsのスループットが得られた．
見通し上の障害物の影響については，新宿－八王子間の回線設計の地形図上で確認したところ，特に問題はみられなかった． 2.4GHz帯無線LAN回線は，周辺に無線LAN回線が多くあることによるノイズ
表1．実験使用機器
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図5 新宿側からの実験風景

の影響や西新宿地区には，ビルが林立しているため，サイドハイトパターンの影響により782kbpsのスループットしか得られなかったと思われる． また，4.9GHz帯無線LAN回線もサイドハイトパターンの影響はあると思われるが，周辺に通信を妨害するノイズの影響がなかったため十分な通信が行うことができた．
6. おわりに
本報告では，東日本大震災の被害状況を踏まえ，都市部での災害を想定した減災情報サービスの分析を行い，ユースケースの提案を行った．それを踏まえ，減災情報通信システムを構成するネットワーク方式について検討した．

今後は，減災情報通信システムを構成するアプリケーションを検討し，システムを構築する．
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